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南海トラフの巨大地震に対応した工事工法の見直しにより、目標年度を延伸
しました。また、工法の変更によりコスト拡大となりました。（H26→H27に延
伸）

判断理由

備考（指標の算定方法）

0.00

52,069 228,349
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1,000,000
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1,288,740

事業進捗率（目標・実績）は、総事業費を100と
した事業費（当初予算額）の割合です。
各年度の達成率は、決算額（実績）÷当初予
算額（目標）×100で算出しています。
平成25年度より、総事業費を40億円から90億
円に変更しています。0.6
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引き続き、計画どおり事業を進めていきます。

平成25年度までを
総括した事業進捗
率の説明

平成24年の内閣府による『南海トラフの巨大地震の推計結果』が想定を上回ることによる対策工法の見直しにともない、工期の
拡大が必要となりました。また、対策工法の検討に期間を要するとともに、25年度予算の成立（5月15日）の遅れにより、発注手
続きに遅延が生じたため、予定していた事業進捗率に達していませんが、27年度の完了に向け、事業進捗を図って行きます。

個別評価結果による
今後の取り組みの方向性

事務事業 成果 コスト

個別施策評価結果を踏まえた来年度以降の取組
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平成25年度に
実施した

内容･結果
国により、ケーソン中詰材の改良、GPS波浪計の設置が行われました。

コスト（年度） 21（実績） 22（実績）

54,000 770,100

24（実績）

平成25年度の
実施予定

国がケーソン中詰材の改良、GPS波浪計の設置を行い、その内容に関して国との協議を行
います。

関連
シート

23（実績） 備考（款項目節等）単位 25（実績見込み）

社会資本整備重点計画法
名古屋港港湾計画

事業着手時点の
評価

防波堤の改良を行うことで、機能の維持及び耐波性が向上し、背後地域の生命・財産を守る
ことができます。

実施
義務   　　 有        無

概要

整備場所：名古屋港外港地区防波堤（知多堤、中央堤、鍋田堤）
内容・規模：老朽化対策及び耐波性向上のための改良（延長4.6km）
総事業費：90億円
事業手法：直轄事業

根拠
法令等

目的 防波堤の老朽化対策及び、耐波性向上のための改良を実施します。
事業
期間

基本施策名 08 施設の安全性・信頼性の向上

コスト

拡大

個別施策名 23 港湾施設の機能を維持・強化する 事務事業 成果

事務事業名 維持

政策名

15 高潮防波堤（改良）整備事業
（【再掲】コード個21事18）

拡大

2,999,900

1,999,900

コード年度

5   安全な港

個23事15

24年度事業・個別施策評価結果
（今後の取組みの方向性） 責任者

企画調整室
事業担当課長

052-654-7921

事務事業シート 対象事業年度 平成 25

連携課 計画担当、危機管理室

平成23～26年度

連絡先

（款項目節）
歳出：建設費/整備費/直轄事業負担金/負担
金、補助金及び交付金
（算出計算式）
本組合の負担割合は、総事業費の3分の1
（その他）
平成24年度1,952,400千円を平成25年度に繰
越して実施した。
平成25年度777,500千円を平成26年度に繰越
して実施する。
平成25年度事業費は最終確定額ではありま
せん。

合計

3,824,000

2,549,300

14,040

計画 事業化 事業 管理

事務事業の段階

一般事務事業 建設整備事業一般事務事業 建設整備事業


